
咲洲
（南港）

住之江区南港東4丁目地先

図1 位置図 （2 事業概要 ①所在地）

流通施設用地
（11.1ha）

（事業休止中）

埠頭用地
（5.1ha）

泊地、航路・泊地
（-13m、23.4ha）
（国直轄事業）

南港東地区
国際物流ターミナル

道路（480m）
（補助事業）

岸壁（-13m、260m）
（国直轄事業）

南港東地区
国際物流ターミナル整備事業
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■費用便益分析

図2-1 費用便益分析の概要 （3 事業の必要性の視点 ③費用便益分析）

事業名：南港東地区国際物流ターミナル整備事業

• 前回の事業再評価（平成26年度）と同様、埠頭用地を対象とし、一体的に
機能する-13m岸壁、泊地、航路・泊地（国の直轄事業）、道路（補助事業）
と合わせて費用便益分析を行う。

• 近畿地方整備局は、平成28年10月に埠頭用地を含む「大阪港南港東地区
国際物流ターミナル整備事業」を事業評価監視委員会に諮り、「事業継続」
との対応方針が示されている。
（委員会資料を別途添付）

総費用（総事業費＋運営管理費） 136.2億円

＜費用便益分析条件＞
基準年：2019年
検討期間：供用開始後50年間
社会的割引率：4%
事業費：118億円
運営管理費：500万円/年

項目 便益単価 現在価値

船舶の大型化等に伴う
輸送コストの削減 ※

1.7億円/年 27.0億円

荷主の輸送コストの削減
（鋼材） ※

7.3億円/年 118.0億円

残存価値 42.4億円 4.7億円

総便益 149.7億円

社会費用便益比（Ｂ／Ｃ） 1.10

※詳細次頁参照

●事業全体

【費用】

【便益】

【費用便益比】

総費用（総事業費＋運営管理費） 64.3億円

項目 便益単価 現在価値

船舶の大型化等に伴う
輸送コストの削減 ※

1.7億円/年 27.0億円

荷主の輸送コストの削減
（鋼材） ※

7.3億円/年 118.0億円

残存価値 42.4億円 4.7億円

総便益 149.7億円

社会費用便益比（Ｂ／Ｃ） 2.33

※詳細次頁参照

●残事業

【費用】

【便益】

【費用便益比】

（基準年以降の残事業費及び基準年以降の供用
により発生する便益で算出）
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供用後 (With)

整備前(Without)

船舶の大型化に伴う輸送コスト削減 （製材）

●製材の輸送形態イメージ

・大阪港の製材輸入において、岸壁水深13mを必要とする
船舶が入港している。
・本プロジェクトの実施により、積荷調整や喫水調整等の損
失が回避され、荷主の海上輸送コストが削減される。

大阪港
北米、チリ

ニュージーランド

貨物船による輸送
（40,000DWT） 輸送コスト削減便益

１．７億円/年

大阪港

船舶の大型化による
海上輸送コスト削減

 本プロジェクトの実施により、大型船舶による輸送が可能となり、荷主の輸送コストが削減される。

○事業の整備効果

貨物船による輸送
（12,000～30,000DWT）

出典：Marine Traffic.com

大阪港に入港する南米材を運搬するバルク船
（JIANGMEN TRADER 35,000DWT）

北米、チリ
ニュージーランド

大阪港に入港する鋼材を運搬するバルク船
（ ROYAL HARMONY 37,238DWT）

海上輸送コスト削減 （鉄鋼・鋼材）

 本プロジェクトの実施により、海上輸送費用の削減が可能となり、荷主の輸送コストが削減される。

●鉄鋼・鋼材の輸送形態イメージ

輸送コスト削減便益
７．３億円/年

・本プロジェクトが整備されなかった場合、大阪港の拠点機
能が低下し、横浜港まで内航輸送することとなる。※
・本プロジェクトの実施により、海上輸送費用を削減するこ
とができる。

※小ロットの北南米向け鉄鋼・鋼材輸出については、輸送コスト削減の観点から
背後圏で一定の需要があり、かつ国際物流ターミナルがある港湾へ内航輸送
により集約する必要があり、現在は大阪港・横浜港が拠点となっている（物流
業者ヒアリング） 。

整備前 (Without)

横浜港
北米
南米

海上輸送コスト削減

貨物船による輸送
（40,000DWT）

貨物船による輸送
（1,000DWT）

供用後 (With)

北米
南米

貨物船による輸送
（40,000DWT）

貨物船による輸送
（1,000DWT）

大阪港

九州・瀬戸
内海諸港

九州・瀬戸
内海諸港

※平成25年12月の近畿地方整備局による事業評価監視委員会資料を抜粋

図2-2 費用便益分析の概要 （3 事業の必要性の視点 ③費用便益分析）
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図3 進捗状況 （4 事業の実現見通しの視点 ②事業規模）

関連事業【直轄事業】
航路・泊地（-13m）

218,000m2

関連事業【直轄事業】
泊地（-13m）
16,000m2

関連事業【直轄事業】
岸壁（-13m） 260m

埠頭用地
51,000m2

関連事業【補助事業】
道路 480m

■残事業の内容

○埠頭用地整備 5.1ha
• 護岸整備
• 埋立工
• 舗装工等
• 残事業費：約41億円
• 事業費ベース進捗率：15%
※これまでに護岸整備に
必要な地盤改良（一部）
を実施済

（参考）関連事業

【直轄事業】
• 岸壁：本体工、上部工
泊地、航路・泊地：浚渫工

• 残事業費：約36億円
• 事業費ベース進捗率：46%

【補助事業】
• 道路整備
• 残事業費：3億円
• 事業費ベース進捗率：0%

地盤改良
施工済(一部)

基礎捨石
盛砂

裏込石

敷砂

埋立土

断面図

L型
ﾌﾞﾛｯｸ

上部工

地盤改良
施工済範囲
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図4 進捗率の推移（全体事業費） （4 事業の見通しの視点 ③全体事業費）
進
捗
率
（
%
）

H8 直轄事業
事業採択・工事着手

当初事業完了予定（H18）

（夢洲C12岸壁整備
(H17～21)）

H12 本市公有水面
埋立免許取得・
工事着手

※関連事業（直轄事業、補助事業）
も含めた進捗率の推移

（夢洲C12延伸整備
(H25～R5予定)）

今回の想定進捗率※

H26評価時の想定進捗率

※現在、国際コンテナ貨物の輸送需要に対応するため、国直轄事業として、夢洲C12岸壁の延伸整備を重点的に推進して
いる。南港東地区国際物流ターミナル整備事業については、夢洲C12岸壁の延伸整備以降に、国の岸壁整備の進捗を踏
まえて事業を実施していくこととしているが、国の岸壁整備の本格実施時期については現時点では確定的ではないた
め、本市において事業期間を想定している。 7
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